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（参考）

、 、我が国は豊かな自然に恵まれている一方で 国土の約７割が急峻な地形

脆弱な地質の山地・丘陵地であり、台風や集中豪雨に 見舞われやすい厳し

い自然条件のもとにおかれています。

そのため、ひとたび豪雨、地震、火山噴火等が発生すると、土 石流、

がけ崩れ等が起きやすく、近年では平成11年の広島での 土砂災害、平成

12年の有珠山や三宅島での火山噴火災害等大規 模なものをはじめ、国内

で年平均1,000件もの土砂災害が発生 している状況あります。

一方で、土砂災害の危険箇所に新たな宅地開発等が進み、それ に伴い

危険箇所は増加し、着実にハード対策を進めているところ ですが、なかな

か整備水準は向上しない状況にあります。そのた め、土砂災害対策を効果

的・効率的に実施し、地域の安全を確保 するため、ハード対策に合わせ、

土砂災害の恐れのある区域につ いての危険の周知、警戒避難体制の整備、

住宅等の新規立地の抑 制等を図るため、土砂災害防止法（土砂災害防止対

策の推進に関 する法律）が平成13年４月に施行されているところです。




